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１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　
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③ 料　金

＜料金表＞

法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適用（財務）
現 在 給 水 人 口 2,758

有 収 水 量 密 度 0.082

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～ 年度

事業の現況

供 用 開 始 年 月 日 昭和42年12月1日 計 画 給 水 人 口 4,091

仁木町簡易水道事業経営戦略

団 体 名 ： 仁木町

事 業 名 ： 仁木町簡易水道事業

水 源 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

水道料金は、その使用目的に応じて家事用、業務用、浴場用、臨時用の4種類に区分し、それぞれに定める基本水量と基本料金、
超過料金を徴収しています。

家事用 ８㎥まで 2,080円　超過料金190円/㎥
業務用 20㎥まで 4,600円　超過料金 50㎥まで190円/㎥、51㎥以降は180円/㎥
浴場用40㎥まで8,400円　超過料金210円/㎥
臨時用 １㎥につき260円

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

平成24年4月1日

約115

千ｍ配水池設置数 5

施 設 能 力 1,643 ㎥／日 施 設 利 用 率 56.8

施 設 数
浄水場設置数 3

管 路 延 長

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

水量 料金 水量 料金

専用給水装置 8m³まで 2,080 190

共同給水装置 8m³まで 2,080 190

50m³まで 190

51m³以降 180

40m³まで 8,400 160

ー ー 260

業務用 20m³まで 4,600

浴場用
1m³あたり

臨時用

種別及び用途
基本料金（円/月） 超過料金（円/月）

家事用 1m³あたり



④ 組　織

＜職員数・職種・年齢構成等＞

（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析
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これまでの主な経営健全化の取組

　平成9年度より、民間活力（施設維持管理、検針業務、公営企業会計支援業務）の導入を開始し、平成13年度には町内4つの簡易水道事業を統合し、仁木町簡易水道
事業として経営の効率化に努めています。
なお、正確な財務状況の把握のため、令和6度年より公営企業会計に移行しました。
令和７年度現在、国土交通省の「水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引き」における４Ⅾレベルのアセットマネジメントを実施し、資産の健全度
および更新需要の見通しを整理しています。

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

1.経営の健全性・効率性について
　R6.4月に公営企業会計へ移行し、過去との比較ができないため類似団体と比較して分析します。
①経常収支比率
　類似団体平均を上回っていますが、一般会計からの補助金で収入不足分を補っている現状にあります。適正な使用料収入などで自己財源を増加させる必要がありま
す。
②累積欠損金比率
　R6年度は欠損金が発生していません。
③流動比率
　類似団体平均より大幅に下回っていますが、公営企業会計移行初年度であるため流動資産の増加を順次見込んでおり、自ずと比率も増加します。
④企業債残高対給水収益比率
　類似団体平均より高く、H14年度から開始した事業による起債の残高が大きいです。
⑤料金回収率・⑥給水原価
　料金回収率は類似団体平均を下回っており、①で述べたとおり一般会計からの補助金の収益で不足分を補っています。耐用年数を経過する施設や設備の更新を計
画的に進めるとともに維持管理経費等の削減に努め、適正な使用料収入を検討して料金回収率向上を目指します。
⑦施設利用率・⑧有収率
　効率良く適正規模で利用しており、H14年度から実施している老朽管の更新工事等により、漏水量が減少している状況であるため有収率も類似団体平均より高いで
す。引き続き配水管からの漏水を減少させるため、計画的な漏水調査を実施し漏水量の削減に努めます。

2.老朽化の状況について
①有形固定資産減価償却率
　公営企業会計移行初年度であるため、低い率で算定されており判断材料がありません。
②管路経年化率・③管路更新率
　耐用年数を経過する施設や設備等が多数現存しています。更新を計画的に進めることで、維持管理経費等の削減に繋げます。

全体総括
　給水原価が類似団体平均より高く、将来的には人口減少による給水収益が減少することが予測されるため、今後の給水需要の動向に注視しながら老朽管の計画的
な更新によって、漏水量の減少や適正な維持管理等で財政基盤の強化を図り安定した事業経営に努めていきます。

　簡易水道事業は建設課建築水道係が担っています。職員数は損益勘定所属職員が3名（事務系2名、工事系1名）です。なお、年齢構成は令和7年度現在で50代1名、
40代1名、20代1名となっています。

摘　要年　代 人　数



２．将来の事業環境

（１）

（２） 水需要の予測

　年間有収水量（販売水量）は、給水人口が年々減少していることに比例し、令和17年度には669m3/日まで減少し、現在より約7%の減少が予想されます。
　なお、水量に関する項目については、下記のように将来推計値を設定しています。

　これまでの給水人口の実績数値を基に将来推計を行った結果、10年後の給水人口は現在より約9%減の約2,732人との見込みです。
　なお、給水人口に関する項目については、下記のように将来推計値を設定しています。

給水人口の予測



（３）

（４）

３．経営の基本方針

組織の見通し

　簡易水道事業は建築水道係が担っており、課長を除く事務系職員が2名、工事系職員が1名の計3名が在籍しています。
　水道事業は24時間365日、突発的な事故への対応が必要なことから、これ以上の人員削減は避ける必要があります。

　第6期仁木町総合計画では、まちづくり基本目標3 では「普段の生活で欠かすことのできない水道や道路などの生活インフラに関しては、これからも計画的な改修等を
図るなど、すべての人が心地よく、安心して生活できる環境の整備に努めます」とあり、Ⅳ生活環境 のうち「上水道の整備」では「安定した水道水の供給」と「安定した水
道事業の運営」を示しています。当然ながら、観光産業の振興、企業誘致を実現するうえでも水道事業経営の健全化は必須です。
これらを踏まえ、「安心・安全な水道供給を実現するため、経営の自立性を高める」を経営基本方針とし、以下に具体的な取り組みを示します。

(１)計画的な設備更新の実施
適切な更新需要の設定のため、アセットマネジメントの実施や定期的な計画の見直しを行います。

⑵効率的な維持管理
管理する施設を見直し、設備更新の効率化や維持管理性の向上を図るため、施設の統廃合を検討しています。

⑶水道収益の増加
定期的な管路更新による有収率の増加、持続的な水道事業の経営のために適正な水道料金の設定を検討します。

料金収入の見通し

　利用者からの料金収入は水道経営の根幹となる財源です。令和6年度の年間給水収益61,113千円に対して、令和17年度の予想年間給水収益は56,326千円であり、
約7%（4,787千円）の収益減の見込みであります。



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　アセットマネジメントの算定結果に基づき機械電気・土木建築設備などの改修費用として毎年62,000千円の金額を目標として事業を実施し、施設の健全度を保つように
努めます。そのほかには施設・設備の廃止・統合(ダウンサイジング)の取り組みとして、更新時期を迎えつつある銀山浄水場を廃止し、大江配水池から配水できるような
水道施設の改修工事を実施する予定です。
　計画期間に実施する主な投資の内容は以下のとおりです。

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標

経常収支比率が100%以上となるように、必要に応じて料金改定を実施する予定です。

　現行の料金で推移した場合、令和13年度から収益的収支において赤字が発生する見通しとなっています。そのため令和13年度以降に料金改定を実施し、収益的収
支が黒字になるように運営する予定です。事業費に関しては各種補助金、企業債の借入で100％補っていく予定です。

　委託料や修繕費など一般管理費に要する費用は、一定のサービスの質を落とさないよう限られた予算で最大の効果が得られるよう努めます。また、近年の物価上昇
率や賃金上昇率などを加味して、該当する項目については値上げ率として3.0％/年を見込みます。

 ・委託料
　令和８年度予算見込み額を基準として、今後の賃金上昇率を3.0％/年と想定した場合の金額を見込んでいます。
　緊急時の連絡業務や警備業務など複数年に渡って契約することで、経費を抑えることができる場合は長期継続契約を今後も締結していきます。

・修繕費
　令和８年度予算見込み額を基準として、今後の物価上昇率を3.0％/年と想定した場合の金額を見込んでいます。
　
・動力費
　電力費と薬品費については、令和８年度予算見込み額を基に、配水量1m3あたりの電力単価、薬品単価を基準とし、さらに物価上昇として年間あたり3.0%ずつ単価が
上昇するものと想定します。また、水需要予測による総配水量の変動に応じて、電力・薬品単価×年間配水量で算出するものとします。
　
・職員給与費
　令和８年度予算見込み額を基準として、今後の賃金上昇率を3.0％/年と想定した場合の金額を見込んでいます。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標

・アセットマネジメントの算定結果に基づき、施設及び老朽管の見直しを効率化し長寿命化を図ります。
・更新時期を迎えつつある銀山浄水場を廃止し、大江配水池から配水できるような改修工事を実施する予定です。

事業名 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

統廃合に伴う管路新設工事(千円) 16,038 176,413 176,413 176,413 160,375

機械電気設備改修工事(千円) 31,000 32,000 33,000 34,000 35,000 36,000 37,000 38,000 39,000

土木建築設備改修工事(千円) 31,000 32,000 33,000 34,000 35,000 36,000 37,000 38,000 39,000

老朽管などの管路工事費(千円) 10,709

合計(千円) 10,709 0 62,000 64,000 66,000 84,038 246,413 248,413 250,413 236,375 78,000



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

そ の 他 の 取 組 該当なし。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

➀経営戦略の事後検証
町民の生活基盤である水道事業の健全化のため、社会情勢に順応しながら計画との整合を定期的に図ってまいりま
す。
加えて、国土交通省からも、少なくとも5年に1回の頻度での経営戦略の見直しを求められていることから、事業進捗と最
新の経営状況に応じて適宜見直しを図っていく予定です。

➁経営戦略の公表
経営戦略を見直した際には今回と同じく、皆様に公開いたします。

企 業 債 事業計画の進捗状況などを考慮しながら企業債の借入額を決定していきます。

繰 入 金 企業債償還金および工事請負費に見合う繰入金を想定しています。

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

該当なし。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

当面は現在の規模での運用を想定しています。

そ の 他 の 取 組 　特になし。

料 金 今後も3～5年ごとに経営戦略を見直し、料金改定の必要性について検討していきます。

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

現在はPPPやPFIを活用した事業の実施予定はありません。
今後も設備の保守点検などの個別委託を実施してく予定です。

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

重要度を考慮した更新基準を設定することで、耐用年数どおりに更新した場合と比べて投資の平準化を行いました。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

銀山浄水場の廃止を予定し、大江配水池から配水することで、更新費用や維持管理の手間を削減する予定です。

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

広 域 化 　北海道が主催する広域化勉強会などに参加し、近隣事業体との情報交換に努めます。



全体総括

32.03

　R6.4月に公営企業会計へ移行し、過去との比較
ができないため類似団体と比較して分析する。
①経常収支比率
　類似団体平均を上回っているが、一般会計から
の補助金で収入不足分を補っている現状にある。
適正な使用料収入などで自己財源を増加させる必
要がある。
②累積欠損金比率
　R6年度は欠損金が発生していない。
③流動比率
　類似団体平均より大幅に下回っているが、公営
企業会計移行初年度であるため流動資産の増加を
順次見込んでおり、自ずと比率も増加する。
④企業債残高対給水収益比率
　類似団体平均より高く、H14年度から開始した事
業による起債の残高が大きい。
⑤料金回収率・⑥給水原価
　料金回収率は類似団体平均を下回っており、①
で述べたとおり一般会計からの補助金の収益で不
足分を補っている。耐用年数を経過する施設や設
備の更新を計画的に進めるとともに維持管理経費
等の削減に努め、適正な使用料収入を検討して料
金回収率向上を目指す。
⑦施設利用率・⑧有収率
　効率良く適正規模で利用しており、H14年度から
実施している老朽管の更新工事等により、漏水量
が減少している状況であるため有収率も類似団体
平均より高い。引き続き配水管からの漏水を減少
させるため、計画的な漏水調査を実施し漏水量の
削減に努める。

2. 老朽化の状況について

①有形固定資産減価償却率
　公営企業会計移行初年度であるため、低い率で
算定されており判断材料がない。
②管路経年化率・③管路更新率
　耐用年数を経過する施設や設備等が多数現存し
ている。更新を計画的に進めることで、維持管理
経費等の削減に繋げる。

2. 老朽化の状況

給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2) － 類似団体平均値（平均値）

　給水原価が類似団体平均より高く、将来的には
人口減少による給水収益が減少することが予測さ
れるため、今後の給水需要の動向に注視しながら
老朽管の計画的な更新によって、漏水量の減少や
適正な維持管理等で財政基盤の強化を図り安定し
た事業経営に努めていく。

86.11 【】 令和6年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 55.28 90.66 4,360 2,758

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人)

3,051 167.96 18.17 ■ 当該団体値（当該値）法適用 水道事業 簡易水道事業 C3 非設置

経営比較分析表（令和6年度決算）

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2) グラフ凡例

北海道　仁木町

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 0 0 0 0 0.55

平均値 0 0 0 0 0.32

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 0 0 0 0 104.13

平均値 0 0 0 0 101.77

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 0 0 0 0 4.53

平均値 0 0 0 0 37.1

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 0 0 0 0 14.83

平均値 0 0 0 0 18.22

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

16.00

18.00

20.00

①経常収支比率(％)

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 0 0 0 0 0

平均値 0 0 0 0 16.12

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

16.00

18.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 0 0 0 0 15.2

平均値 0 0 0 0 157.71

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

180.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 0 0 0 0 2264.5

平均値 0 0 0 0 958.97

0.00

500.00

1,000.00

1,500.00

2,000.00

2,500.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 0 0 0 0 40.38

平均値 0 0 0 0 61.25

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 0 0 0 0 578.15

平均値 0 0 0 0 279.83

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 0 0 0 0 56.81

平均値 0 0 0 0 54.69

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 0 0 0 0 76.84

平均値 0 0 0 0 71.44

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

2-3-9 有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【102.02】 【26.96】 【142.39】 【1,043.36】

【70.34】【48.33】【285.60】【56.19】

【35.50】 【16.16】 【0.28】



（単位：千円）
年　　　　　　度

区　　　　　　分
１． (A) 61,408 60,596 61,403 59,945 59,683 59,181 58,671 67,065 66,857 66,284 85,504 84,997

(1) 61,113 60,495 61,302 59,844 59,582 59,080 58,570 66,964 66,756 66,183 85,403 84,896
(2) (B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(3) 295 101 101 101 101 101 101 101 101 101 101 101

２． 192,307 223,978 176,593 181,662 177,906 193,584 199,302 172,110 175,307 172,256 162,510 165,839
(1) 100,000 125,227 88,128 95,350 93,206 107,684 111,466 82,048 83,092 80,387 71,165 72,496

100,000 125,227 88,128 95,350 93,206 107,684 111,466 82,048 83,092 80,387 71,165 72,496
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 92,307 98,750 88,464 86,311 84,699 85,899 87,835 90,061 92,214 91,868 91,344 93,342
(3) 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

(C) 253,715 284,574 237,996 241,607 237,589 252,765 257,973 239,175 242,164 238,540 248,014 250,836
１． 226,533 256,726 220,024 203,143 196,862 198,020 201,014 220,228 211,828 215,030 218,291 225,331

(1) 17,540 18,933 19,421 12,615 12,993 13,383 13,785 14,199 14,626 15,064 15,516 15,984
7,197 7,378 7,383 4,874 5,020 5,171 5,326 5,486 5,651 5,820 5,994 6,174
2,247 2,338 2,540 2,616 2,694 2,775 2,858 2,944 3,032 3,123 3,217 3,314
8,096 9,217 9,498 5,125 5,279 5,437 5,601 5,769 5,943 6,121 6,305 6,496

(2) 60,609 93,123 60,276 60,591 62,346 64,107 65,911 82,812 69,804 71,779 73,816 75,944
11,071 13,091 12,910 11,816 12,110 12,370 12,627 12,934 13,282 13,567 13,864 14,197
38,992 63,516 39,188 40,364 41,575 42,822 44,107 60,430 46,793 48,197 49,643 51,133

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
10,546 16,516 8,178 8,411 8,661 8,915 9,177 9,448 9,729 10,015 10,309 10,614

(3) 148,384 144,670 140,327 129,937 121,523 120,530 121,318 123,217 127,398 128,187 128,959 133,403
２． 17,128 14,881 15,746 13,482 13,397 13,304 13,202 13,348 15,949 18,525 21,117 23,543

(1) 15,412 14,611 14,772 13,207 13,117 13,019 12,911 13,051 15,646 18,216 20,802 23,222
(2) 1,716 270 974 275 280 285 291 297 303 309 315 321

(D) 243,661 271,607 235,770 216,625 210,259 211,324 214,216 233,576 227,777 233,555 239,408 248,874
(E) 10,054 12,967 2,226 24,982 27,330 41,441 43,757 5,599 14,387 4,985 8,606 1,962
(F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(G) 7,603 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) △ 7,603 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2,451 12,967 2,226 24,982 27,330 41,441 43,757 5,599 14,387 4,985 8,606 1,962
(I) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(J) 20,151 18,087 29,767 19,782 19,695 19,530 19,361 22,131 22,063 21,874 28,216 28,049

772 957 6,864 752 748 742 736 841 838 831 1,072 1,066
(K) 132,587 132,944 123,732 118,839 115,164 115,842 117,593 128,833 123,919 125,793 127,700 131,819

117,029 121,493 105,411 104,578 101,344 101,941 103,482 113,373 109,049 110,698 112,376 116,001
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

15,558 11,451 18,321 14,261 13,820 13,901 14,111 15,460 14,870 15,095 15,324 15,818
( I )

(A)-(B)

(L)
(M)

(N)
(O)
(P)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
健全化法第22 条により算定した (（N）/（P）×100)

0.0

地方財政法施行令第15 条第１項により算定した
営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る

0.00.0 0.0 0.0 0.0

(（L）/（M）×100)

0.0 0.0 0.0 0.0

う ち 未 収 金

流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分

0.0

う ち 一 時 借 入 金

う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） 0.0

流 動 資 産

そ の 他

支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益 (F)-(G)

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

収

益

的

支

出

営 業 費 用

職 員 給 与 費

基 本 給

他 会 計 補 助 金

退 職 給 付 費

そ の 他

経 費

動 力 費

そ の 他 補 助 金

支 払 利 息

そ の 他

収 入 計

材 料 費

そ の 他

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

修 繕 費

15年度 16年度

そ の 他

営 業 外 収 益

補 助 金

6年度
(決算)

投資・財政計画

17年度

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

7年度
(予算)

8年度
(予算)

9年度 10年度 11年度 12年度

長 期 前 受 金 戻 入

13年度 14年度



（単位：千円）
年　　　　　度

区　　　　　分
１． 0 0 0 37,576 38,788 40,000 49,474 133,308 134,520 135,732 128,682 47,272

２．

３． 81,194 62,726 79,533 56,894 55,626 52,402 49,195 46,042 41,650 35,206 31,722 29,229
４．

５．

６． 0 0 0 18,788 19,394 20,000 24,738 66,654 67,260 67,866 64,340 23,638
７．

８． 4,283 4,958 20,235
９． 0 0 22,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 85,477 67,684 121,768 113,258 113,808 112,402 123,407 246,004 243,430 238,804 224,744 100,139

(B)

(C) 85,477 67,684 121,768 113,258 113,808 112,402 123,407 246,004 243,430 238,804 224,744 100,139
１． 14,927 10,709 72,415 69,000 71,210 73,426 89,282 227,836 230,072 232,315 220,933 86,866

0 0 0 7,000 7,210 7,426 7,649 7,878 8,114 8,357 8,608 8,866
２． 127,982 115,900 106,607 103,676 102,400 97,617 92,926 88,504 82,984 73,828 70,161 68,276
３．

４．

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(D) 142,909 126,609 179,022 172,676 173,610 171,043 182,208 316,340 313,056 306,143 291,094 155,142

(E) 57,432 58,925 57,254 59,418 59,802 58,641 58,801 70,336 69,626 67,339 66,350 55,003

１． 55,241 58,925 57,254 50,919 28,346 24,636 9,243 5,867 43,111 31,832 41,280 38,500
２． 2,191 0 0 2,226 24,982 27,330 41,441 43,757 5,599 14,387 4,985 8,606
３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
４． 0 0 0 6,273 6,474 6,675 8,117 20,712 20,916 21,120 20,085 7,897

(F) 57,432 58,925 57,254 59,418 59,802 58,641 58,801 70,336 69,626 67,339 66,350 55,003
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G)
(H) 1,387,902 1,272,952 1,173,318 1,107,218 1,043,606 985,989 942,537 987,341 1,038,877 1,100,781 1,159,302 1,138,298

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度

区　　　　　分
100,000 125,227 88,128 95,350 93,206 107,684 111,466 82,048 83,092 80,387 71,165 72,496

7,752 7,349 7,428 6,643 6,595 6,544 6,486 6,553 7,848 9,131 10,422 11,631
92,248 117,878 80,700 88,707 86,611 101,140 104,980 75,495 75,244 71,256 60,743 60,865
81,194 62,726 79,533 56,894 55,626 52,402 49,195 46,042 41,650 35,206 31,722 29,229
65,091 59,053 54,429 52,966 52,331 49,942 47,600 45,392 41,650 35,206 31,722 29,229
16,103 3,673 25,104 3,928 3,295 2,460 1,595 650 0 0 0 0

181,194 187,953 167,661 152,244 148,832 160,086 160,661 128,090 124,742 115,593 102,887 101,725

資 本 的 収 支 分
う ち 基 準 内 繰 入 金
う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

15年度
8年度
（予算）

収 益 的 収 支 分
う ち 基 準 内 繰 入 金
う ち 基 準 外 繰 入 金

9年度 10年度 11年度

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

7年度
（予算）

6年度
（決算）

17年度12年度 13年度 14年度 16年度

計

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

6年度
(決算)

固 定 資 産 売 却 代 金

そ の 他

計

15年度 16年度

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

投資・財政計画

17年度

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

7年度
(予算)

8年度
(予算)

9年度 10年度 11年度 12年度

工 事 負 担 金

13年度 14年度


